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合計 5,421 5,702 5,824 6,242 7,692
鉄鋼製品










































































































































コード 品目 2000 2001 2002 2003 2004
構成
比






674 599 878 1,145 1,381 25%












335 271 424 555 686 12%
7219 ステンレス鋼のフラットロール製品（幅が600ミリメートル以上のものに限る） 274 294 483 535 573 10%





コード 品目 2000 2001 2002 2003 2004
構成
比
73 鉄鋼製品 517 647 993 1,073 1,431 100%













4 44 240 146 174 12%
7326 その他の鉄鋼製品 98 81 100 152 173 12%









コード 品目 2000 2001 2002 2003 2004
構成
比
72 鉄鋼 558 330 370 598 1,187






121 28 4 17 230 19%






コード 品目 2000 2001 2002 2003 2004
構成
比
73 鉄鋼製品 690 798 903 1,129 1,512





























































日本→中国 日本←中国 日本 中国
72 鉄鋼 5,579 1,187
7201 銑鉄及びスピーゲル 105 0 1
7202 フェロアロイ 683 0 〜 5.04 1 〜 9

















1,381 0 4 〜 10
7219 ステンレス鋼のフラットロール製品（幅が600ミリメートル以上のものに限る） 573 0 4 〜 10





73 鉄鋼製品 1,431 1,512


























327 129 0 5 〜 10







210 0 12 〜 20










































































































































































































































































































































































企業名 投資先 設立 稼動時期 所在地 事業内容
新日本製鉄
廣州帯太平洋馬口




























































唐山神鋼溶接材料 2002.11 2003.11 河北省唐山市 溶接用ワイヤー
神戸線材加工（佛
山）有限公司 2004.11 2006.6 広東省佛山市
特殊鋼線加工
（1.5万トン／年）
日新製鋼 寧波宝新不銹鋼（有） 1996.4 1998.12 浙江省寧波市 ステンレス冷延鋼板
伊藤忠丸紅
鉄鋼 巨龍鋼管（有） 2000.5 2002.7 河北省滄州市 大径管
表７　日本の鉄鋼メーカー主な中国事業
（注）広州友日汽車配件（有）の出資者は当初，住友鋼管と住友商事であったが，2004年10月に
新日鉄が加わった。
（出所）（社）日本鉄鋼連盟［2005d］，各社プレスリリース資料。
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ールが51％出資）を設立することで合意，2006年４月には稼動を開始した。
年産40万トン規模のCGLを擁する。
なおJFEの場合，下工程の進出のみならず，高炉一貫製鉄所建設につい
ての事業性検証（フィージビリティースタディ，FS）を2004年８月から１年
にわたり実施した。国有の広州鋼鉄との合弁で，場所は広東省広州市南沙
開発区である。広東省に大きな高炉が存在しないことに加えて，2006年に
日系自動車メーカー大手３社が出揃うという状況にあったことは両社にと
って大きなチャンスといえるが，高炉建設は通常，数千億円規模の巨額投
資となる。また中国の場合，上工程の製品については地場メーカーの生産
力が大きく，激しい競争が予想されるため，製造品目や販路についての十
分な検討が必要となる。
JFEスチールの数土文夫社長（当時）は高炉建設について「（合弁相手の
広州鋼鉄は1000万トン規模の高炉を計画しているが）こちらが念頭に置いてい
るのは350 〜 500万トン。世界の大手高炉メーカーは汎用品にシフトして
おり，われわれがつくる高級品が供給過多になるリスクは低い」と述べて
いる（『朝日新聞』2004年９月４日）。2005年にFSは終了したが，その後も高
炉建設の最終判断は行われず，「鉄鋼産業発展政策」で打ち出された外資規
制の運用状況を見定めている。
第４節　鉄鋼業における経済連携への要望と変化の可能性
これまで鉄鋼業における日中間貿易および日本の対中投資の特徴をみて
きた。貿易をみると，基本的に製品の技術レベルによる分業が行われてい
ることがわかる。日本の対中投資は下工程に集中しており，高炉のような
大規模投資には慎重である。
こうした状況下，日中間のFTAが鉄鋼産業に与える影響について考え
てみると，最も基本的といえる関税率の引き下げについては，日本がほぼ
ゼロ関税であり中国の輸入関税が相対的に高いことから，メリットを享受
するのは主として日本となるが，日中間の鉄鋼貿易は，鋼板類を中心に技
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術格差を背景とした分業が成立しており，この貿易構造が大きく変化する
ことは考えにくい。
鉄鋼業界には，アジア諸国全般との経済連携について早期締結を支持す
る声があるといえるが，日中間について鉄鋼業界から特段の要望が示され
ているわけではない。参考までにアジア諸国との経済連携（EPAなど）支
持の理由としては，アジアが日本の鉄鋼業にとってきわめて重要な輸出先
となっていること，アジアは鉄鋼製品の一般関税率が比較的高いこと，巨
大な生産力を有する中国がASEANとのFTA締結に動いていることなどが
挙げられる。なお，日本の鉄鋼メーカーは，アジア諸国政府による産業保
護政策を懸念している。アジアの多くのFTA・EPA交渉国が，鉄鋼業を基
幹産業として位置付けていることからすれば，鉄鋼が交渉の際にセンシテ
ィヴ分野として保護される可能性が生じやすいと考えられる。（3）
日中間のFTAやEPAについて，鉄鋼業界から特段の要望が示されてい
ないのは，鉄鋼業では日中間の棲み分けがはっきりしているためと考えら
れる。さらに中国が「鉄鋼産業発展政策」で外資の地場企業支配を禁じた
ことは，こうした貿易にみられる分業の構図を維持する方向に作用するは
ずである。投資が巨額になるほど，独資での進出，自己完結的な意思決定
を求める傾向は強まると考えられるからである。しかし，「鉄鋼産業発展
政策」の外資規制がなければ日本の鉄鋼メーカーによる中国での高炉建設
が相次いでいたかといえば，鉄鋼業がそれほど身軽な産業とも思えない。
結局のところ，日本が高付加価値品を中国に輸出することで潤い，中国が
国内市場向けの汎用品を生産することで潤う現在の構図が変わらないので
あれば，FTA・EPA早期締結のインセンティブも大きくないものと思われ
る。逆にいえば，現在の構図が変化すれば早期締結のインセンティブにな
り得る。そうした変化の可能性を２つほど指摘し，本章を終えたい。
ひとつは，中国メーカーの鉄鋼生産技術の向上による市場支配力の変化
である。ラフではあるが中国鉄鋼市場のイメージを，製造に必要とされる
技術と市場規模という観点から図３のような三角形で示してみた。鉄鋼業
にはさまざまな製品があり，それぞれ必要とされる技術水準と市場規模が
異なる。必要とされる技術レベルの低いものが下にあり市場が大きく，必
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要とされる技術レベルが高いものが上にあり市場規模は大きくない様子を
表している。上位の市場を制するのが日本を含む外資系，下位の市場を制
するのが地場系メーカーである。
今後は，中国の経済発展とともに鉄鋼市場が拡大し，必要とされる技術
も高まっていくことが考えられるが，その際，外資系メーカーと地場系メ
ーカーとの間にある技術格差はどうなるであろうか。現実としては，外資，
地場それぞれが技術を高めるため，程度の差こそあれ，将来も格差は残る
ものと思われる。
この技術と市場に関する変化を，図の左にある三角形で示した。ここで
は一例として，外資系メーカーが，より高度ではあるが大きくはない市場
に追いやられていく姿を示した。つまり，中国の鉄鋼市場が製品に対する
ニーズの高度化をともないつつ拡大しても，それによって外資系メーカー
の生存空間が広がってはいない。この場合，早いうちからより大きな市場
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を獲得した方が，日系を含む外資系メーカーにとって望ましいだろう。日
系鉄鋼メーカーによれば，宝山鋼鉄などは，操業技術や変化への対応力に
ついては向上の余地があるものの，資金力があり世界最高水準の設備を備
えているという。当然のことながら，技術格差の縮小が速いのであれば，
日本側からのFTAやEPAの早期締結へのインセンティブも高まることに
なる。
もうひとつは，中国市場をめぐる諸外国との競争条件の変化である。昨
今，中国とのFTAやEPAの締結を多くの国や地域が検討している。周辺
の東アジア諸国も例外ではない。そうした流れに日本だけが乗り遅れた場
合，日本企業が中国市場をめぐる諸外国の企業との競争上不利になること
が考えられる。この点もFTAやEPAの早期締結のインセンティブが増す
ケースといえるだろう。
〔注〕
⑴（社）日本鉄鋼連盟輸出市場調査委員会「主要国の鉄鋼関税率と輸入制限措置およ
び輸出奨励策」第20改訂版，2005年，経済産業省「2003年版不公正貿易報告書」を
参考とした。
⑵　区分に関する記述については，十名直喜「日本鉄鋼産業の史的展開」および，川
端望「鉄鋼産業における企業間関係のダイナミズム─２大グループ化と国際提携
の意義」（ともに植草ほか編［2004］）を参考にしている。
⑶　三村明夫「鉄鋼業と経済連携協定」（『経済産業ジャーナル』№397，2004年５月，
p.16），弘田精二「鉄鋼業と経済連携協定」（『日本貿易会月報』№611，2004年３月，
pp.19-21）。
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